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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第３四半期累計期間
第49期

第３四半期累計期間
第48期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 5,048,513 5,550,396 7,267,600

経常利益 （千円） 197,382 307,924 443,351

四半期（当期）純利益 （千円） 135,734 201,470 295,167

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 457,304 457,304 457,304

発行済株式総数 （株） 5,985,000 5,985,000 5,985,000

純資産額 （千円） 2,831,216 3,072,592 2,975,640

総資産額 （千円） 4,194,581 4,512,847 4,509,775

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 22.68 33.66 49.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 9.00 9.00 18.00

自己資本比率 （％） 67.50 68.09 65.98

 

回次
第48期

第３四半期会計期間
第49期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.66 12.81

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

 

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益、設備投資、雇用・所得環境の改善等により緩やかな回

復基調が続いていますが、大国間の貿易摩擦の懸念など海外経済の不確実性、中東・東アジア地域における地政学

的リスク、金融資本市場の変動など、海外動向に対する警戒感により先行きは依然として不透明な状況が続いてお

ります。

当社が属する情報サービス業界においては、引き続きクラウド、ＩｏＴ（Internet of Things)、フィンテック

（金融サービスのＩＴイノベーション）、ビッグデータ、ＡＩ（人工知能）、ＲＰＡ（ロボットによる業務自動

化）などの技術革新の進展、金融や流通分野を中心とした制度対応に伴うシステム更新、「働き方改革」の実現を

含む人手不足に対する自動化、省力化、生産性向上に向けたＩＴ活用意識の高まりを背景とした企業の将来を見据

えた戦略的ＩＴ投資の増加等により、引き続き堅調に推移しております。しかし、パートナー企業を含む開発要員

の不足及び高コスト化等でさらに厳しい収益環境が続いております。

 

このような環境のもと当社では、引き続き既存顧客とのパートナーシップの強化による領域の拡大及び顧客満足

度の向上に努め、継続的な受注確保・拡大を図るとともに、パッケージベースＳＩ・サービスを中心とした新規顧

客の開拓に注力し、さらに開発要員の採用強化及びパートナー企業との更なる連携強化に努めてまいりました。

また、引き続き不採算プロジェクト再発防止に向けたプロジェクト管理の強化に真摯に努めるとともに、今後の

成長に向けた強固な土台作りを推進してまいりました。

 

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は5,550,396千円（前年同四半期比109.9％）と、全サービスラインが

前年同期比で増加いたしました。損益面につきましては、流通分野で発生した不採算プロジェクトの収束に向けた

人員補強を行いましたが、その他のプロジェクトは概ね順調に推移したことにより、営業利益は307,853千円（前

年同四半期比164.5％）、経常利益307,924千円（前年同四半期比156.0％）、四半期純利益は201,470千円（前年同

四半期比148.4％）となりました。

 

当社事業のサービスライン別の業績を示すと、次のとおりであります。

事業のサービスライン 売上高（千円） 前年同期比（％）

システムインテグレーション・サービス 3,841,980 106.4

インフラソリューション・サービス 813,595 118.3

パッケージベースＳＩ・サービス 894,820 119.4

合計 5,550,396 109.9
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（システムインテグレーション・サービス）

流通分野で発生した不採算プロジェクトの対応により売上高が減少しましたが、金融分野におけるネットバンク

案件及び流通系銀行案件の受注増加、公共分野での新規案件参画による受注増加、通信業向けシステム再構築案件

の受注増加、自動車関連事業向けシステム開発案件への新規参画による受注増加等により、売上高は3,841,980千

円（前年同四半期比106.4％）となりました。

 

内訳を業種別に示すと、次のとおりであります。

業種別 売上高（千円） 前年同期比（％）

金融 1,657,419 103.0

（うち銀行） 1,029,040 109.8

（うち保険・証券） 160,846 77.4

（うちクレジットカード） 467,533 100.9

産業・流通 1,640,014 105.7

公共 126,584 213.1

医療 417,961 106.8

合計 3,841,980 106.4

 

（インフラソリューション・サービス）

証券・クレジットカード分野及び公共・教育機関向けネットワーク構築案件及び基盤構築案件の受注が引き続き

堅調に推移したことにより、売上高は813,595千円（前年同四半期比118.3％）となりました。

 

（パッケージベースＳＩ・サービス）

当社におけるクラウドコンピューティングサービスの中心であるSalesforce関連の受注が引き続き堅調に推移し

たことにより、売上高は894,820千円（前年同四半期比119.4％）となりました。

 

(2）財政状態に関する説明

（資産）

当第３四半期会計期間末における総資産は4,512,847千円となり、前事業年度末と比較して3,071千円の増加とな

りました。これは主に、現金及び預金が492,029千円増加、システム開発の進捗により仕掛品が173,912千円増加、

差入保証金が10,485千円増加、未収還付法人税等が17,030千円増加し、一方で、売上債権が623,833千円減少、有

形固定資産及び無形固定資産が19,796千円減少、繰延税金資産が51,123千円減少したことによるものであります。

 

（負債）

当第３四半期会計期間末における負債合計は1,440,254千円となり、前事業年度末と比較して93,880千円の減少

となりました。これは主に、買掛金が10,941千円増加、短期借入金が100,000千円増加、未払費用が26,699千円増

加、預り金が48,320千円増加、受注損失引当金が10,987千円増加し、一方で、納税により未払法人税等及び未払消

費税等が130,320千円減少、賞与、役員賞与の支給等により賞与引当金及び役員賞与引当金が154,533千円減少した

ことによるものであります。

 

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産合計は3,072,592千円となり、前事業年度末と比較して96,952千円の増

加となりました。これは主に、利益剰余金が93,744千円増加及びその他有価証券評価差額金が3,208千円増加した

ことによるものであります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、23,189千円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,985,000 5,985,000
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

単元株式数は100株

であります。

計 5,985,000 5,985,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 5,985,000 － 457,304 － 286,193
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間末であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,983,700 59,837

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株

であります。

単元未満株式 普通株式　　 1,100 － －

発行済株式総数 5,985,000 － －

総株主の議決権 － 59,837 －

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ランドコンピュータ
東京都港区芝浦

四丁目13番23号
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成30年10月１日から平成30

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,733,678 2,225,708

受取手形及び売掛金 1,937,651 1,313,817

有価証券 200,000 200,000

仕掛品 ※ 73,660 ※ 247,573

前払費用 50,147 50,455

未収還付法人税等 － 17,030

その他 3,154 1,946

流動資産合計 3,998,293 4,056,532

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 67,239 60,462

工具、器具及び備品（純額） 28,786 25,386

有形固定資産合計 96,026 85,848

無形固定資産   

ソフトウエア 25,808 16,751

商標権 6,237 5,675

無形固定資産合計 32,045 22,426

投資その他の資産   

投資有価証券 72,316 77,734

差入保証金 67,673 78,158

ゴルフ会員権 3,600 3,600

繰延税金資産 241,420 190,296

貸倒引当金 △1,600 △1,750

投資その他の資産合計 383,410 348,039

固定資産合計 511,482 456,315

資産合計 4,509,775 4,512,847
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 299,025 309,967

短期借入金 － 100,000

未払金 31,568 37,479

未払費用 114,022 140,721

未払法人税等 116,054 －

未払消費税等 58,267 44,001

前受金 30,453 28,205

預り金 64,856 113,176

賞与引当金 322,556 174,622

役員賞与引当金 22,700 16,100

株主優待引当金 7,676 －

受注損失引当金 800 11,787

流動負債合計 1,067,980 976,061

固定負債   

長期未払金 100,000 100,000

退職給付引当金 366,154 364,193

固定負債合計 466,154 464,193

負債合計 1,534,135 1,440,254

純資産の部   

株主資本   

資本金 457,304 457,304

資本剰余金 313,574 313,574

利益剰余金 2,179,779 2,273,523

自己株式 △195 △195

株主資本合計 2,950,463 3,044,207

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 25,176 28,385

評価・換算差額等合計 25,176 28,385

純資産合計 2,975,640 3,072,592

負債純資産合計 4,509,775 4,512,847
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 5,048,513 5,550,396

売上原価 4,296,142 4,615,993

売上総利益 752,371 934,402

販売費及び一般管理費 565,231 626,548

営業利益 187,139 307,853

営業外収益   

受取利息 83 62

受取配当金 1,078 1,447

業務受託料 4,100 5,500

助成金収入 4,741 6,830

その他 754 536

営業外収益合計 10,758 14,376

営業外費用   

支払利息 463 469

貸倒引当金繰入額 50 150

固定資産除却損 2 －

一部指定関連費用 － 13,685

営業外費用合計 515 14,304

経常利益 197,382 307,924

特別利益   

退職給付制度改定益 11,725 －

特別利益合計 11,725 －

税引前四半期純利益 209,107 307,924

法人税、住民税及び事業税 22,583 55,330

法人税等調整額 50,789 51,123

法人税等合計 73,373 106,454

四半期純利益 135,734 201,470
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※　たな卸資産及び受注損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる請負契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる請負契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は次のとおりであ

ります。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成30年12月31日）

仕掛品 800千円 11,787千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 36,005千円 34,014千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月10日

取締役会
普通株式 53,863 9 平成29年３月31日 平成29年５月31日 利益剰余金

平成29年11月９日

取締役会
普通株式 53,863 9 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月９日

取締役会
普通株式 53,863 9 平成30年３月31日 平成30年５月31日 利益剰余金

平成30年11月12日

取締役会
普通株式 53,863 9 平成30年９月30日 平成30年11月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社の事業は、システムソリューションサービス及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載

を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 22.68円 33.66円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 135,734 201,470

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 135,734 201,470

普通株式の期中平均株式数（株） 5,984,787 5,984,787

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………53百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………９円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年11月30日

（注）　平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月12日

株式会社　ランドコンピュータ

取　　締　　役　　会　御中

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 板 谷 宏 之 　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石 川 喜 裕 　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランド

コンピュータの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第49期事業年度の第３四半期会計期間（平成30年10月１日

から平成30年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ランドコンピュータの平成30年12月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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